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平成 17 年 3 月期 中間決算短信（連結）     平成16 年 11 月 11 日 
 
電 源 開 発 株 式 会 社                            上 場 取 引 所  東証第一部 
コ ー ド 番 号 ９５１３                本社所在都道府県 東 京 都 
（ＵＲＬ http://www.jpower.co.jp/） 
代 表 者       役職名  取締役社長       氏名 中垣 喜彦 
問合せ先責任者       役職名  財務部決算ｸﾞﾙ-ﾌﾟﾘ-ﾀﾞ- 氏名 小川 重光  ＴＥＬ 03 (3546) 2211 
決算取締役会開催日    平成 16 年 11 月 11 日 
米国会計基準採用の有無      無 
 
１． 16 年９月中間期の連結業績（平成16 年 ４月 １日～平成16 年 ９月 30 日） 
(1) 連結経営成績          （注）金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円   ％ 
   291,892  （ 5.4） 
   276,908  （△3.4） 

百万円   ％ 
    70,518  （△7.7） 
    76,426  （ 2.3） 

百万円   ％ 
    45,748  （ 48.3） 
    30,858  （△31.8）

16 年３月期    569,854    132,138     44,446 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円   ％ 
    29,604  （ 53.2） 
    19,328  （△31.2）          

円  銭 
    213.27 
    273.78 

円  銭 
－ 
－ 

16 年３月期     27,623     304.88 － 
(注)①持分法投資損益    16年９月中間期   87 百万円   15年９月中間期  371 百万円  16 年３月期   804 百万円 

   ②期中平均株式数(連結) 16年９月中間期 138,808,000株   15年９月中間期 70,600,000 株  16年３月期 90,167,869株 

   ③会計処理の方法の変更   有 

   ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 
   2,049,225 
   2,116,233 

百万円 
    383,156 
    186,678 

％ 
    18.7 
    8.8 

円   銭 
   2,760.34 
   2,644.18 

16 年３月期    2,076,107     359,645     17.3    2,590.00 

(注)期末発行済株式数(連結) 16年９月中間期 138,808,000株  15 年９月中間期 70,600,000株  16年３月期 138,808,000株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営業活動による         

キャッシュ･フロー 
投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

百万円 
    79,147 
    87,410 

百万円 
  △ 19,552 
  △ 26,954 

百万円 
  △ 68,494 
  △ 94,265 

百万円 
    21,010 
    26,078 

16 年３月期    179,948   △ 64,507   △147,516     27,673 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 １８社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数 １２社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) ８社  (除外) ３社    持分法 (新規) １社 (除外) ０社 
 
２．17 年３月期の連結業績予想（平成16 年 ４月 １日～平成17 年 ３月 31日) 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
通  期 

百万円 

            578,000 程度 

百万円 

             55,000 程度 

百万円 

              35,000 程度 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 252 円 15銭程度 

※ 業績予想に関する注意事項 

上記業績予想は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の予測数値を確約したり、保証するものではありません。な

お、上記の予想に関する事項については、11ページを参照して下さい。 
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 企  業  集  団  の  状  況  

 

当社グループは、当社、子会社44社及び関連会社36社（平成16年９月30日現在）によって構成され

ており、主たる事業は「電気事業」です。「その他の事業」としては、電気事業を補完し、また電気

事業の円滑かつ効率的な遂行に資するもの（電力周辺関連事業）と、当社グループの保有する経営資

源、ノウハウを活用して行うもの（多角化事業）があります。 

なお、次の２部門は、連結財務諸表 注記に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であり

ます。 

 

［電気事業］ 

当社は、水力、火力など自社で保有する発電所により、一般電気事業者10社に対し電気の供給を

する卸電気事業を行っているほか、自社で保有する送・変電設備により、沖縄電力㈱を除く一般電

気事業者９社の電力託送を行っています。設備毎の特徴は以下のとおりです。 

（水力発電）当社設立以降、規模の大きな水力発電所を数多く開発し、合計出力855万kWの水力発

電設備を保有しています。これらの設備は電力需要の変動に素早く対応できるため、

電力需要が高まる昼間帯を中心に利用されております。 

（火力発電）石炭火力に特化しており、合計出力781万kWとわが国最大の石炭火力発電設備を保有

しております。他の化石燃料と比較して海外炭のカロリー当たりコストが低いこと

に加え、主に電力需要のベース部分を担う電源として利用されていることから設備

の利用率が高く、経済性に優れた電源と言えます。 

（託送）  北海道・本州間、本州・四国間、本州・九州間等、一般電気事業者の供給地域を繋

ぐ基幹送電線等（総亘長2,404km）及び周波数の異なる東西日本を繋ぐ周波数変換所

を保有しております。 

また、当社の子会社及び関連会社は風力発電事業、ＩＰＰ（独立系発電事業者）による一般電気

事業者向け電力卸供給事業、ＰＰＳ（特定規模電気事業者）向け電力卸供給事業を行っています。 

 

（主な関係会社）糸魚川発電㈱、市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずま

き、長崎鹿町風力発電㈱、㈱グリーンパワー阿蘇、㈱ジェイウインド田原、㈱ドリームアップ苫前 

 

［その他の事業］ 

(電力周辺関連事業) 

電気事業を補完し、その円滑、効率的な遂行に資する事業を行っています。 

  

・設備の設計・施工・保守 

発電所等の電力設備の設計、施工、点検保守、補修、燃料や石炭灰に関する港湾運用等 

・発電用燃料の供給 

炭鉱開発、石炭の輸入、輸送等 

・サービス 

厚生施設等の運営、電算サービス等 
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(多角化事業) 

当社グループは、保有する経営資源、ノウハウを活用し、海外における発電投資事業、国内での

廃棄物発電、熱電併給システム事業などの新たな電力事業、海外植林等の環境関連事業、情報通信

事業、国内外におけるエンジニアリング、コンサルティング事業等を行っています。 

 

（主な関係会社）㈱ＪＰビジネスサービス、㈱ＪＰハイテック、㈱ジェイペック、開発電子技術㈱、

㈱電発コール・テック アンド マリーン、㈱開発設計コンサルタント、㈱ＪＰリソーシズ、J-

POWER AUSTRALIA PTY. LTD.、J-Power Investment Netherlands B.V.、㈱ジェイパワージェネック

スキャピタル 

 

当社グループを事業系統図によって示すと次のとおりです。 
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［事業系統図］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 複数セグメントに係る事業を営んでいる会社は、主たる事業のセグメントに会社名を記載しております。 

財・サービスの流れ ◎印：連結子会社 ○印：持分法適用関連会社 無印：非連結子会社もしくは持分法非適用関連会社 

電気事業 
（卸電気事業） （提出会社） 

電源開発㈱ 
 

   

 （子会社） （関連会社） 

（その他の電気事業） 

      

◎糸魚川発電㈱、 

◎市原パワー㈱、 

◎仁賀保高原風力発電㈱、 
◎㈱グリーンパワーくずまき、 

◎長崎鹿町風力発電㈱、 

◎㈱グリーンパワー阿蘇、 
◎㈱ジェイウインド田原、 

◎㈱ドリームアップ苫前、 

 ㈱ベイサイドエナジー、 
他２社 

○㈱ジェネックス、 

㈱ジェイウインド東京、 

美浜シーサイドパワー㈱ 

その他の事業 
 
 （子会社） （関連会社） 

関係会社管理 ◎㈱ジェイパワージェネックスキャピタル  

設備の設計・

施工･保守 

◎㈱ジェイペック、 

◎㈱JPハイテック、 

◎開発電子技術㈱、 

◎㈱電発コール・テック アンド マリーン、 

◎㈱開発設計コンサルタント、 

他11社 

㈱ウインドアルファ、 

西九州共同港湾㈱、 

橘火力港湾サービス㈱ 

中央送電工事㈱ 

 

発電用燃料の

供給 

◎㈱JPリソーシズ、 

◎J-POWER AUSTRALIA PTY.LTD.、 

他３社 

 

サービス ◎㈱JPビジネスサービス、 

他１社 
 

   

国際事業 ◎J-Power Investment Netherlands B.V.､ 

Bharat EPDC Energy Private Ltd.、 

J-POWER INVESTMENT U.K. LIMITED 

〇Gulf Electric Public Co., Ltd.、 

〇Gulf Cogeneration Co., Ltd.、 

〇Gulf Power Generation Co., Ltd.、 

〇Samutprakarn Cogeneration Co., Ltd.、 

〇Nong Khae Cogeneration Co., Ltd.、 

〇Gulf Yala Green Co., Ltd、 

〇Trang Biomass Co., Ltd.、 

〇Thaioil Power Co., Ltd.、 

〇Independent Power(Thailand)Co., Ltd.、 

〇SEC HoldCo,S.A.、 

〇嘉恵電力股分有限公司、 

他８社 

環境・ 

エネルギー 

大牟田プラントサービス㈱ 大牟田リサイクル発電㈱、 

金町浄水場エネルギーサービス㈱、 

他４社 

情報通信 日本ネットワーク・エンジニアリング㈱ 川越ケーブルビジョン㈱ 

その他 開発肥料㈱、 ㈱エピュレ、 

他２社 

奥只見観光㈱、㈱アッシュクリート、 

㈱J-時空間研究所 

 

〔財・サービスの提供〕 
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当中間連結会計期間の主要な関係会社の異動等は次のとおりです。 

 

１ 当中間連結会計期間より中・長期の経営戦略上の重要な会社として、非連結子会社であった市原パ

ワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまき、長崎鹿町風力発電㈱、㈱グリーンパワ

ー阿蘇、㈱ジェイウインド田原、㈱ドリームアップ苫前、㈱ジェイパワージェネックスキャピタルを新た

に連結子会社に含めることとし、持分法非適用関連会社であった㈱ジェネックスを新たに持分法適用

関連会社に含めております。なお、持分法非適用の関連会社であった㈱ドリームアップ苫前は、平成

16年7月27日に苫前町保有の同社株式を取得したことにより当社の連結子会社となっております。 

２ 当社の完全民営化へ向け、当社株式の取得・売出等を適正かつ確実に実施するための法人として設

立され、当社の親会社及び主要株主であったJ-POWER民営化ファンド㈱は、平成16年10月6日の当社株

式の上場にあたり、保有する当社株式の全てを売却したことにより、当社の親会社及び主要株主では

なくなっております。 

３ 当社は、卸電気事業の競争力の強化を目的として「第三次企業革新計画」（平成13～17年度）を実

施しておりますが、この計画の一環として、グループ一体となった業務の高度化、コストダウンに向

けた取組みを一層強化するため、平成16年４月１日にグループ会社の再編を行いました。この結果、

連結子会社のうち、電発産業㈱は、㈱開発計算センターを合併し㈱ＪＰビジネスサービスに、開発工

事㈱は、㈱電発環境緑化センターの補償部門、開発電気㈱の水力・送電・変電部門を吸収し㈱ＪＰハ

イテックに、開発電気㈱は、㈱電発環境緑化センターの環境緑化部門と㈱電発コール・テック アン

ド マリーンの発電所揚運炭・石炭海上輸送部門を吸収し㈱ジェイペックに社名変更いたしました。

また、電発ホールディング・カンパニー㈱を当社に吸収合併しております。㈱電発環境緑化センター

は、上記再編に伴い、平成16年４月５日に解散決議を行い、平成16年６月14日付で清算結了しており

ます。 

４ イー・ピー・ディー・シー海外炭㈱は平成16年７月１日に、㈱ＪＰリソーシズに社名変更しており

ます。 

５ EPDC(Australia)Pty.Ltd.は、平成16年８月１日に、J-POWER AUSTRALIA PTY. LTD.に社名変更して

おります。 
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 経 営 方 針  
 

 

 

１．経営の基本方針 
当社は、「人々の求めるエネルギーを不断に提供し、日本と世界の持続可能な発展に貢献

する」という企業理念の下、「エネルギーと環境」の二つの分野を軸として積極的な事業展

開を目指しています。 

また、電気事業制度の改革により事業環境の厳しさが増すなか、円滑な民営化を果たし、

民間企業として発展を続けるため、平成13年度に「卸電気事業の競争力の徹底強化」と「国

際事業・新事業の拡大推進」を中期的な経営方針として定め、特に「卸電気事業の競争力の

徹底強化」については、その実現に向けた業務改革プログラムとして平成13年度から平成17

年度を実行期間とする「第三次企業革新計画」を推進しています。 

当社は平成16年10月6日に東京証券取引所に上場し、完全民営化を果たしましたが、引き続

き上記方針のもと、公開企業として公正で透明な経営を行なうとともに、企業価値の増大を

図り、多様なステークホルダーの期待に応えてまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 
当社は、平成15年12月の第三者割当増資の実施により株主資本の大幅な拡充を行いました

が、当社グループをめぐる事業環境を踏まえると、更なる財務体質の強化が必要な状況にあ

ることから、当面は、安定的な配当の継続を原則としながら、経営基盤を強化するため内部

留保の充実を図ることを利益配分の基本方針としております。 

内部留保資金につきましては、今後の事業環境の変化に対応し、持続的に企業価値を高め

ていくため、有利子負債の削減に充当し財務体質を強化するとともに、新たな事業投資にも

振り向けてまいります。 

なお、平成17年3月期においては従前通り中間配当は行わず、期末において１株当たり60円

の配当を行う予定としております。 

 

３．目標とする経営指標 
設備投資･資産の圧縮、増資後の財務状況、人員･コスト削減の進捗と国内外における新た

な事業の着実な進展による業績推移を踏まえ、平成16年 3月に以下の目標を設定しておりま

す。 

・連結株主資本比率：  20％以上（平成18年度末） 

・連結経常利益  ：450億円以上（平成16～18年度の３ヶ年平均） 

 

４．当社グループをめぐる事業環境と対処すべき課題 
(1)当社グループをめぐる事業環境 
経済の構造的変化により中長期的な電力需要の伸び率に鈍化が見込まれるなか、電気事業

制度改革の一環として平成15年６月に電気事業法が改正され、電気の小売供給における自由

化範囲の段階的な拡大、卸電力取引所の創設（平成17年4月から取引開始予定）、送配電部門

の公平性・透明性確保のための中立機関の設置及び行為規制など、市場競争環境の整備が進

められているところであります。これに伴い、新規参入者の増加も想定されることから、今

後の電気事業においては益々競争が進展するものと予想されます。 

また、上記のうち小売自由化範囲については、平成16年４月に電力総需要の約40％にまで

拡大されており、さらに平成17年４月には約60％にまで拡大される予定です。一般電気事業

者は、小売の部分自由化が始まった平成12年3月以降、低廉な電気料金を求める社会の期待に

応え、顧客を確保するために、平成12年と14年に小売電気料金の引下げを行っていますが、

平成16年10月には東京電力㈱がさらなる引下げを実施するなど、今後他の一般電気事業者に

ついても同様の引下げを行う可能性があります。 
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当社の営業収益の大半は、わが国の一般電気事業者10社への電気の卸供給による料金収入

であることから、当社の卸電力料金についても、販売先である一般電気事業者各社から一段

と低減努力を求められる可能性があります。 

また、先進国等の温室効果ガス排出の削減目標等を定めた京都議定書については、平成16

年11月にロシアが批准を決定したことから、発効に向けて大きな前進が見られました。当社

は、石炭火力発電所を多数保有しており、温室効果ガス排出の削減目標達成に向けた国内外

の動きにも注意を払っていく必要があります。 

当社はこのような事業環境を踏まえ、変化に適切に対応するとともに、グループ一丸と

なって徹底した経営効率化により収益力の向上を図り、強靭な企業体質を形成してまいりま

す。 

 

 

(2)卸電気事業競争力の徹底強化：第三次企業革新計画の推進 
当社事業最大の柱である卸電気事業については、上記の事業環境の変化を見越し、既存の

営業設備についてコスト削減により競争力を徹底強化し、収益性の向上を図るべく、平成13

年度から「第三次企業革新計画」（平成17年度までの５ヶ年計画）を推進しております。 

  

①グループ経営体制の見直し 

グループ一体となった業務の高度化、効率化を進めるため、平成15年４月より、電力設

備保守に係わる当社・主要子会社間の業務連携を強化する一体的保守運営体制を構築する

とともに、これを踏まえた主要子会社の再編を平成16年４月に実施しております。 

 

②人員効率化とコスト削減 

人員効率化については、新規採用抑制や早期退職制度の充実等の施策により、平成17年

度末までに平成12年度の水準から、グループ人員2,000名削減（8,000名→6,000名）という

目標達成に向け順調に推移しております。また、上記一体的保守運営体制を前提に、同期

間内に管理可能コストの20％削減という目標達成に向け、グループ全体で経営効率向上に

取り組んでおります。 

 

③財務体質の強化 

発電所建設計画の見直しによる設備投資の圧縮や本店社屋の流動化、平成15年12月に実

施した増資により、有利子負債は平成12年度末のピーク時から約28％減少しております

（当中間期末の有利子負債残高は約1.5兆円）。今後とも安定した営業キャッシュ・フロー

を利用しながら有利子負債の削減に努めるとともに、利益蓄積による株主資本の増強によ

り、更なる財務体質の強化に努めます。また、資金調達についても、平成15年３月より政

府保証のない公募社債を発行しており、引き続き調達方法の多様化と安定化を図ってまい

ります。 

 

(3)新たな事業分野への取り組み強化：国際事業・新事業の拡大推進 
国内外での過去半世紀にわたる事業経験を通じて培った当社グループの事業面、技術面の

コア・コンピタンスを活用し、国内外の電力、環境、資源、エンジニアリングの事業領域に

資金、人材等の投入を行い、新たな収益基盤を構築することを目指しております。 

 

①国内電力事業 

ＩＰＰ（独立系発電事業者）による一般電気事業者向け電力卸供給、ＰＰＳ（特定規模

電気事業者）向け電力卸供給の他、風力・廃棄物等の再生可能エネルギーを利用した発電

事業等に取り組んでおります。これまでに、３件のＩＰＰに共同事業者として出資若しく

は出資決定しており、発電所の合計出力は建設中のものも含めて52万kWになります。ＰＰ

Ｓ向け電力卸供給では東京湾岸に３ヶ所、各10万kW規模のＬＮＧ火力発電所を建設してお

りましたが、このうち1ヵ所は平成16年10月1日に営業運転を開始しました。風力発電では
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既に４ヶ所（合計出力８万kW）の発電所が営業運転をしている他、新たに５ヶ所で建設を

進めており、これら建設中も含めた設備の合計出力は21万kWになります。これらの事業は

通常、他社と合弁若しくは当社単独で事業会社を設立して実施しております。また、平成

15年11月に有限責任中間法人日本卸電力取引所が設立され、平成17年４月の卸電力取引開

始に向けて、取引ルールの検討、取引所システムの構築等の諸準備が進められております。

当社は、同取引所の社員（出資者）となっており、卸電力取引への参加を計画しておりま

す。  

 

②海外電力事業 

海外59ヶ国・地域において累計233件の実績（平成16年9月末時点）を有するコンサル

ティング事業で培った経験とネットワークを活かし、電力需要の高い成長が見込めるアジ

アを中心に、ＩＰＰ（独立系発電事業者）事業に参画しております。現在、６ヶ国・地域

において15件のＩＰＰに出資しており、そのうち11件は営業運転中です。営業運転中の発

電所の合計出力は211万kWになります。今後とも、適切なリスク管理を行いながら、当社事

業第二の柱として育成することを目指してまいります。 

 

③環境、資源、エンジニアリング事業 

環境分野では、海外植林事業、廃棄物関連事業、京都議定書（※１）に取り入れられた

柔軟性措置（共同実施、ＣＤＭ等※２）関連事業等への参画、資源分野では石炭を中心に

開発、投資、販売、取引等への参画を目指しております。エンジニアリング分野では、光

ファイバー芯線貸し情報通信事業、地下開発・利用エンジニアリング等に取り組んでおり

ます。 

 

※１ 京都議定書：大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを目的とした国際条約「気候変

動枠組条約」（平成６年発効）の締結国が集まり、平成９年12月に京都で開催さ

れた気候変動枠組条約第３回締約国会議（ＣＯＰ３）で採択され、温室効果ガス

排出の削減目標や削減へ向けた仕組みを定めた議定書。 

※２ 共同実施 ：先進国同士が共同でＣＯ２排出削減や吸収プロジェクトを実施し、投資国が自国

の数値目標達成のためにその排出削減分をクレジットとして獲得できる仕組み。 

   ＣＤＭ（クリーン開発メカニズム）： 

先進国と発展途上国が共同で温室効果ガス削減プロジェクトを途上国において実

施し、そこで生じた削減分の一部を先進国がクレジットとして獲得できる仕組み。  

 

(4)大間原子力発電所計画の推進 
大間原子力発電所計画については、発電所配置計画の見直しを踏まえ、平成16年３月、原

子炉設置許可申請書を経済産業大臣宛に提出し、現在審査が行われております。（運転開始

予定 平成24年３月） 

 

 

(5)地球環境問題への対応 
多くの石炭火力発電所を保有する当社としては、地球温暖化問題への幅広い取り組みを進

めております。ＣＯ２フリー電源としての大間原子力発電所計画の着実な推進をはじめ、風

力、バイオマス発電の開発や、京都議定書に取り入れられた柔軟性措置（共同実施、ＣＤＭ

等）の具体化に備え、中南米等においてプロジェクトの開発を実施しております。 
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５．コーポレート・ガバナンスの状況 
当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実とコンプライアンスの徹底は極めて重

要な課題であるとの認識のもと、さまざまな取組みを行っております。 

当社は監査役制度を採用しており、取締役12名、監査役は３名（平成16年9月末日現在）で

構成されております。取締役会は原則として月１回、監査役出席のもと開催されるほか、必

要に応じて随時開催されております。また、原則として毎週常務会を開催し、取締役会に付

議する案件並びに会社運営の全般的執行方針及び経営に関する重要項目について審議を行う

など、的確かつ迅速な意思決定と効率的な会社運営を行うとともに、監査役の常務会への出

席等による監査役機能の実効性の充実を図っております。さらに、審査室において内部監査

を実施することにより、会社業務の円滑、適正な運営の維持に努めております。 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制は下記のとおりです。 

 

 

会計監査人については、新日本監査法人と契約を結んでおり、会計監査を受けております。 

当社は、企業活動の透明性とアカウンタビリティーの向上を図るため、社長を委員長とし

た「情報開示委員会」を設置しており、企業情報の積極的、公正かつ透明な開示を実施して

行くこととしております。一方、反コンプライアンス対応策の強化を図るため、経営者も含

めた社員個々人の業務活動に際しての、より具体的な行動の判断基準として「コンプライア

ンス行動指針」を制定するとともに、コンプライアンス問題が生じた場合に、迅速な対応と

再発防止策を検討する組織として、副社長を委員長とする「コンプライアンス対策委員会」

を設置しております。 

なお、社外役員として社外監査役１名を選任しておりますが、当社との間に特別の利害関

係はありません。 

平成16年３月期においては、責任・権限の強化と意思決定の迅速化を図るために、取締役

数の15名から13名への削減を実施し、平成16年9月末日現在ではさらに１名削減した12名と

なっております。また、社員がコンプライアンス上の問題に直面した場合の相談窓口として、

審査室に「コンプライアンス相談窓口」を設置しております。 

 

 
 

 

取　締　役　会

常務会

代表取締役

審　　　　査　　　　室
（コンプライアンス相談窓口）

監査役会
監査役

会計監査人

コンプライアンス対策委員会

情報開示委員会

選任・解任 選任・解任
業
務
・会
計
監
査

会
計
監
査

株　　　　主　　　　総　　　　会

選任・解任

社　　内　　各　　組　　織

取　締　役
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  経  営  成  績 及 び 財 政 状 態  

 

１．経営成績 

 

 (1)当中間期の概況 

    

 ①電気事業の販売電力量 

今年度上半期の電力需要については、記録的な猛暑の影響による冷房需要の増加がみられ

たことなどから、一般電気事業者10社合計の販売電力量は前年同期に対して５．５％の増加

となりました。 

このような状況のもと、当社の販売電力量につきましては、水力・火力合計で前年同期に

対して５．０％増加の３０４億ｋＷｈとなりました。水力は、前年同期を上回る豊水（出水

率 １０９％→１１３％）となりましたが、貯水池の貯留により、前年同期に対し２．９％減

少の６４億ｋＷｈになりました。火力は、発電所の高稼働により、前年同期に対し７．３％

増加の２４０億ｋＷｈになりました。 

また、その他の電気事業では、前期までの糸魚川発電㈱に加えて、当中間期より営業運転

中の市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまきを新規連結したこと

により、販売電力量は前年同期に対し１１．６％増加の３億ｋＷｈになり、電気事業合計で

は、前年同期に対し５．０％増加の３０７億ｋＷｈになりました。 

 

②収支の概要 

当中間期の連結売上高（営業収益）は、前年同期に対し５．４％増加の２，９１９億円とな

り、営業外収益を含む中間経常収益は、前年同期に対し５．４％増加の２，９４０億円となり

ました。 

一方、営業費用は人件費、減価償却費の減少はあったものの、火力発電所の高稼動による燃

料費の増加等により前年同期に対し１０．４％増加の２，２１４億円となりました。また、営

業外費用については、支払利息の大幅な減少等により前年同期に対し４３．６％減少の２６８

億円となり、中間経常費用は前年同期とほぼ同規模の２，４８２億円となりました。 

以上により、中間経常利益は前年同期に対し４８．３％増加の４５７億円となり、豊水によ

る渇水準備金の引当等を行なった結果、中間純利益は前年同期に対し５３．２％増加の２９６

億円となりました。 

なお、事業のセグメント別の収支概要は以下のとおりであります。 

 

（電気事業） 

当中間期の電気事業営業収益は、料金改定による託送収益の減少があったものの、火力発

電所の高稼動及び奥只見発電所・大鳥発電所増設（平成１５年６月運転開始）が通期稼動し

たことによる増収や、新規連結した市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワ

ーくずまきの売上等により前年同期に対して４．６％増加の２，７６８億円となりました。 

一方、電気事業営業費用は人件費、減価償却費の定率進行による減少はあったものの、火

力発電所の高稼動による燃料費の増加及び定期点検による修繕費の増加、並びに新規連結子

会社の営業費用等により前年同期に対して９．９％増加の２,０３０億円となりました。 
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（その他の事業） 

当中間期のその他事業営業収益は、連結子会社のグループ外売上の増加等により前年同期

に対して２４．１％増加の１５１億円となりました。 

一方、その他事業営業費用はグループ外売上の増加に伴う売上原価の増加等により前年同

期に対して１６．３％増加の１８４億円となりました。 

 

③配当 

当中間期における配当は実施致しません。 

 

 (2)通期の見通し 

販売電力量は、水力については中間期が豊水となりましたが、通期では前期に対して    

５．５％減少の１０３億 kWhになるものと見込んでおります。火力については、中間期に引

き続き計画以上の利用率となることが見込まれますが、通期では前期に対して２．９％減少

の４６５億 kWh になるものと見込んでおります。 

 売上高については、１６年４月の海外炭火力の定期料金改定による減少があるものの、燃

料価格の上昇等により、連結では前期に対して１．４％増加の５，７８０億円程度、当社単

独では前期に対して２．６％増加の５，３６０億円程度になるものと見込んでおります。 

経常利益については、上記料金改定の影響があるものの、償却進行に伴う減価償却費の減少

及び支払利息の大幅な減少等による費用減少が見込まれており、連結では前期に対して    

２３．７％増加の５５０億円程度、当社単独では前期に対して４３．２％増加の４８０億円程

度となる見通しです。 

 

 

２． 財政状態 

 

(1) 資産、負債、資本の状況 

資産については、固定資産は当中間期より新規連結した市原パワー㈱他による増加がありま

したが、減価償却の進行による減少により、前期末から３２７億円減少し１兆９,１２４億円

となりました。これに流動資産を加えた総資産は前期末から２６９億円減少し２兆４９２億円

となりました。 

一方、負債については、借入金・社債の返済等により、前期末から５１１億円減少し当中間

期末の負債総額は、１兆６,６４９億円となりました。このうち、有利子負債額は前期末から

５１６億円減少し１兆５,４１３億円となりました。 

また、当中間期末の資本合計は、連結では前期末に比べ２３５億円増加の３，８３２億円と

なりました。 

 

(2) 連結キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動により７９１億円の増加があり

ましたが、固定資産の取得などの投資活動として１９６億円及び財務活動として６８５億円の

支出となり、前期末残高２７７億円及び新規連結による増加額２３億円等を加えた当中間期末

残高は２１０億円となりました。 
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（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、火力発電所の高稼動等による営業収益の増加があ

りましたが、減価償却費の定率進行による減少及び売上債権の増加等により前年同期に比べ

８３億円（９．５％）減少の７９１億円の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、当中間期より新規連結した㈱ジェイウインド田原

他の建設費の増加等があったものの、新事業関係ＩＰＰ事業会社等への貸付金の減少等によ

り前年同期に比べ７４億円（２７．５％）減少の１９６億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還（ＤＡ含む）による支出の増加があり

ましたが、借入金の返済額の減少等により前年同期に比べ２５８億円（２７．３％）減少の

６８５億円の支出となりました。 

 

 

(3) キャッシュ・フロー指標の推移 

 
 

平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 
平成16年度 

中間 

株 主 資 本 比 率 5.7％ 6.6％ 7.7％ 17.3％ 18.7％ 

時価ベースの株主資本比率 － － － － － 

債 務 償 還 年 数 14.6年 10.0 年 11.3 年 8.9 年 9.7 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 1.9 2.9 1.9 2.1 3.2 

   （注）株  主  資  本  比  率 ：株主資本／総資産       

      債  務  償  還  年  数 ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

    ※各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

※有利子負債は、社債、長期借入金（いずれも１年以内に期限到来のものを含む）、短期借入金及びコマー

シャル・ペーパーを対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額により計算しています。 

※当中間期の債務償還年数の計算は、営業キャッシュ・フローの額を２倍にして計算しています。 

※当社は、平成 16年 10 月 6日に東京証券取引所に上場したことから、時価ベースの株主資本比率の記載

を省略しております。 

 



（単位：百万円）

当中間連結 前連結 前中間連結 当中間連結 前連結 前中間連結

会計期間末 会計年度末 会計期間末 会計期間末 会計年度末 会計期間末

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

固　   定   　資   　産 1,912,397 1,945,140 △ 32,743 1,979,195 固　   定　   負   　債 1,454,881 1,510,088 △ 55,207 1,594,474

電 気 事 業 固 定 資 産 1,586,238 1,623,367 △ 37,128 1,675,662 社 債 734,501 829,751 △ 95,250 814,751

水 力 発 電 設 備 502,075 506,703 △ 4,627 513,214 長 期 借 入 金 665,609 625,116 40,493 727,882

汽 力 発 電 設 備 716,348 746,203 △ 29,855 780,793 退 職 給 付 引 当 金 48,914 49,546 △ 631 50,558

内 燃 力 発 電 設 備 10,374 －　 10,374 －　 そ の 他 の 引 当 金 393 404 △ 11 －　

送 電 設 備 280,911 289,771 △ 8,860 298,691 繰 延 税 金 負 債 292 254 37 162

変 電 設 備 42,872 43,795 △ 923 45,568 そ の 他 の 固 定 負 債 5,169 5,014 154 1,119

通 信 設 備 10,191 10,983 △ 791 10,890
流　   動   　負   　債 208,790 205,165 3,625 334,137

業 務 設 備 23,465 25,909 △ 2,443 26,504
1 年 以 内 に 期 限 到 来

そ の 他 の 固 定 資 産 27,715 28,982 △ 1,266 27,980 の 固 定 負 債

固 定 資 産 仮 勘 定 166,031 160,832 5,198 145,564 短 期 借 入 金 45,828 40,466 5,362 161,880

建 設 仮 勘 定 及 び コマーシャル・ペーパー －　 40,000 △ 40,000 15,000
除 却 仮 勘 定

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 6,714 12,776 △ 6,061 7,422
投資その他の資産 132,412 131,958 453 129,988

未 払 税 金 24,010 14,515 9,494 19,044
長 期 投 資 83,488 86,081 △ 2,593 85,883

そ の 他 の 引 当 金 81 95 △ 14 509
繰 延 税 金 資 産 46,116 44,270 1,845 41,819

そ の 他 の 流 動 負 債 36,832 39,714 △ 2,882 40,383
そ の 他 の 投 資 等 2,882 1,688 1,194 2,365

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 74 △ 81 7 △ 80 特別法上の引当金 1,218 689 528 517

渇 水 準 備 引 当 金 1,218 689 528 517
流　   動　   資   　産 136,827 130,967 5,860 137,037

負　債　合　計 1,664,890 1,715,943 △ 51,053 1,929,129
現 金 及 び 預 金 21,140 27,804 △ 6,663 26,427

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 53,076 49,722 3,353 46,761 （少数株主持分）

短 期 投 資 7,942 7,918 24 1,355 少  数  株  主  持  分 1,178 519 659 425

た な 卸 資 産 18,184 11,750 6,434 13,216
（資　本　の　部）

繰 延 税 金 資 産 5,143 4,943 200 8,525
資　    　  本     　 　金 152,449 152,449 －　 70,600

そ の 他 の 流 動 資 産 31,344 28,844 2,499 40,759
資　 本　 剰　  余　 金 81,849 81,849 －　 －　

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 5 △ 17 12 △ 7
利   益   剰    余    金 146,165 123,213 22,951 114,919

その他有価証券評価差額金 4,904 3,738 1,166 2,087

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 2,212 △ 1,605 △ 606 △ 927

資　本　合　計 383,156 359,645 23,511 186,678

            合　　　　　計 2,049,225 2,076,107 △ 26,882 2,116,233              合　　　　　計 2,049,225 2,076,107 △ 26,882 2,116,233

(注) 百万円未満を切捨てて表示しています。

166,031 160,832 5,198 145,564

95,321 57,595 37,726 89,896

科　　　　　　　　目 増　　減 科　　　　　　　　目 増　　減

中 間 連 結 貸 借 対 照 表

平成１６年９月３０日現在

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負債、少数株主持分及び資本の部
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（単位：百万円）

当中間連結 前中間連結 前連結 当中間連結 前中間連結 前連結
会計期間 会計期間 会計年度 会計期間 会計期間 会計年度

221,374－　－　 200,482－　－　 20,892－　－　 437,715 291,892－　－　 276,908－　－　 14,984－　－　 569,854

電 気 事 業 営 業 費 用 202,940－　－　 184,634－　－　 18,305－　－　 386,463 電 気 事 業 営 業 収 益 276,817－　－　 264,761－　－　 12,056－　－　 522,922

その他事業営業費用 18,434－　－　 15,848－　－　 2,586－　－　 51,251 その他事業営業収益 15,074－　－　 12,146－　－　 2,927－　－　 46,931

営　業　利　益 ( 70,518 ) ( 76,426 ) ( △ 5,907 ) ( 132,138 )

26,846－　－　 47,633－　－　 △ 20,787－　－　 91,759 2,076－　－　 2,065－　－　 10－　－　 4,067

支 払 利 息 24,290－　－　 46,228－　－　 △ 21,937－　－　 83,519 受 取 配 当 金 808－　－　 670－　－　 138－　－　 912

その他の営業外費用 2,555－　－　 1,404－　－　 1,150－　－　 8,239 受 取 利 息 391－　－　 326－　－　 64－　－　 794

持分法による投資利益 87－　－　 371－　－　 △ 283－　－　 804

その他の営業外収益 788－　－　 697－　－　 90－　－　 1,556

248,220－　－　 248,115－　－　 104－　－　 529,475 293,968－　－　 278,974－　－　 14,994－　－　 573,921

45,748－　－　 30,858－　－　 14,889－　－　 44,446

528－　－　 517－　－　 11－　－　 689

渇 水 準 備 金 引 当 528－　－　 517－　－　 11－　－　 689

45,219－　－　 30,340－　－　 14,878－　－　 43,757

17,429－　－　 11,487－　－　 5,942－　－　 16,222

△ 1,807－　－　 △ 602－　－　 △ 1,205－　－　 △ 309

△ 7－　－　 126－　－　 △ 133－　－　 220

29,604－　－　 19,328－　－　 10,275－　－　 27,623

(注) 百万円未満を切捨てて表示しています。

中 間 連 結 損 益 計 算 書

平成１６年４月　１日から

平成１６年９月３０日まで

費　　　　　用　　　　　の　　　　　部 収　　　　　益　　　　　の　　　　　部

増　　減 増　　減

営 業 費 用 営 業 収 益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

中間(当期)経常費用合計 中間(当期)経常収益合計

中間（当期）経常利益

渇 水 準 備 金 引 当
又 は 取 崩 し

税 金 等 調 整 前

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失
少 数 株 主 利 益 又 は

－14－



 

（単位：百万円）

当中間連結 前中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

81,849 －　 －　

－　 －　 81,849

－　 －　 81,849

81,849 －　 81,849

123,213 99,528 99,528

29,914 19,778 28,073

29,604 19,328 27,623

137 0 0

173 －　 －　

－　 449 449

6,962 4,388 4,388

5,410 4,236 4,236

132 152 152

1,420 －　 －　

146,165 114,919 123,213

（注）百万円未満を切捨てて表示しています。

連結子会社増加に伴う剰余金減少高

利益剰余金中間期末（期末）残高

持分変動に伴う剰余金増加高

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

役 員 賞 与

連結子会社増加に伴う剰余金増加高

新規持分法適用による増加高

（利 益 剰 余 金 の 部）

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

資本剰余金期首残高

資 本 剰 余 金 増 加 高

増 資 に よ る 新 株 の 発 行

資本剰余金中間期末（期末）残高

中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

平成１６年４月　１日から
平成１６年９月３０日まで

（資 本 剰 余 金 の 部）
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（単位：百万円）

当中間連結 前中間連結 前連結

会計期間 会計期間 会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期）純利益 45,219 30,340 14,878 43,757

減価償却費 61,763 65,081 △ 3,318 131,380

減損損失 1,848 －　 1,848 －　

固定資産除却損 1,651 529 1,121 2,464

退職給付引当金の増加･減少（△）額 △ 631 1,419 △ 2,051 407

渇水準備引当金の増加額 528 517 11 689

受取利息及び受取配当金 △ 1,200 △ 997 △ 203 △ 1,707

支払利息 24,290 46,228 △ 21,937 83,519

売上債権の増加（△）・減少額 △ 1,098 5,180 △ 6,278 94

たな卸資産の増加額 △ 6,527 △ 1,826 △ 4,701 △ 326

仕入債務の増加・減少（△）額 △ 11,503 △ 6,867 △ 4,636 4,406

持分法による投資利益 △ 87 △ 371 283 △ 804

その他 △ 3,691 9,790 △ 13,481 23,689

　　小　　計 110,562 149,027 △ 38,465 287,572

利息及び配当金の受取額 859 735 124 1,323

利息の支払額 △ 25,057 △ 50,064 25,007 △ 87,223

法人税等の支払額 △ 7,217 △ 12,286 5,069 △ 21,724

営業活動によるキャッシュ・フロー 79,147 87,410 △ 8,263 179,948

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 18,709 △ 17,544 △ 1,165 △ 52,337

工事費負担金等による収入 1,860 1,323 537 3,124

固定資産の売却による収入 276 84 191 258

投融資による支出 △ 2,730 △ 11,687 8,956 △ 22,250

投融資の回収による収入 1,049 1,209 △ 160 7,056

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 8 －　 8 －　

その他 △ 1,306 △ 339 △ 966 △ 359

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 19,552 △ 26,954 7,401 △ 64,507

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 －　 19,998 △ 19,998 49,988

社債の償還による支出 △ 60,250 △ 10,000 △ 50,250 △ 45,010

長期借入れによる収入 70,135 4,516 65,618 166,035

長期借入金の返済による支出 △ 37,520 △ 223,153 185,633 △ 499,603

短期借入れによる収入 84,258 179,772 △ 95,514 239,730

短期借入金の返済による支出 △ 79,598 △ 74,714 △ 4,883 △ 256,087

ｺﾏｰｼｬﾙ・ﾍﾟｰﾊﾟｰの発行による収入 122,999 14,999 108,000 83,998

ｺﾏｰｼｬﾙ・ﾍﾟｰﾊﾟｰの償還による支出 △ 163,000 －　 △ 163,000 △ 44,000

株式の発行による収入 －　 －　 －　 163,115

少数株主からの株式の取得による支出 －　 △ 1,439 1,439 △ 1,439

配当金の支払額 △ 5,410 △ 4,236 △ 1,174 △ 4,236

少数株主への配当金の支払額 △ 108 △ 7 △ 100 △ 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 68,494 △ 94,265 25,771 △ 147,516

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 40 26 △ 66 △ 184

現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 △ 8,940 △ 33,782 24,842 △ 32,260

現金及び現金同等物の期首残高 27,673 59,787 △ 32,113 59,787

連結範囲の変更による現金及び現金同等物増加額 2,276 74 2,202 147

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 21,010 26,078 △ 5,068 27,673

(注) 百万円未満を切捨てて表示しています。

中間連結キャッシュ・フロー計算書

平成１６年４月　１日から
平成１６年９月３０日まで

区　　　　　　　　　　　　　　分 増　　　減
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 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  １．連結の範囲に関する事項 

 

    連結子会社 １８社 

 

糸魚川発電㈱、市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまき、 

長崎鹿町風力発電㈱、㈱グリーンパワー阿蘇、㈱ジェイウインド田原、 

㈱ドリームアップ苫前、㈱ＪＰハイテック、㈱ジェイペック、開発電子技術㈱、 

㈱電発ｺｰﾙ･ﾃｯｸｱﾝﾄﾞﾏﾘｰﾝ、㈱開発設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ、㈱ＪＰリソーシズ、 

J-POWER AUSTRALIA PTY.LTD.、㈱ＪＰビジネスサービス、 

会

社

名 

㈱ジェイパワージェネックスキャピタル、J-Power Investment Netherlands B.V. 

 

     なお、平成 16年 4 月 1 日に卸電気事業の競争力の強化を目的として、グループ一体とな

った業務の高度化、コストダウンに向けた取組みを一層強化するため、グループ会社の再

編を行いました。この結果、連結子会社のうち、電発ホールディング・カンパニー㈱は当

社に吸収合併し、電発産業㈱は、㈱開発計算センターを合併し㈱ＪＰビジネスサービスに、

開発工事㈱は、㈱電発環境緑化センターの補償部門、開発電気㈱の水力・送電・変電部門

を吸収し㈱ＪＰハイテックに、開発電気㈱は、㈱電発環境緑化センターの環境緑化部門と

㈱電発コール・テック アンド マリーンの発電所揚運炭・石炭海上輸送部門を吸収し㈱ジ

ェイペックに社名変更いたしました。㈱電発環境緑化センターは、上記再編に伴い、平成

16 年 4 月 5日に解散決議を行い、平成16 年 6月 14日付で清算結了しております。 

     また、当中間連結会計期間より中・長期の経営戦略上の重要な会社として、市原パワー

㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまき、長崎鹿町風力発電㈱、㈱グリー

ンパワー阿蘇、㈱ジェイウインド田原、㈱ドリームアップ苫前、㈱ジェイパワージェネッ

クスキャピタルを連結子会社に含めました。 

     連結の範囲から除外した非連結子会社(日本ネットワーク・エンジニアリング㈱他)は、

その合計の総資産、売上高、中間純損益、利益剰余金等の規模等からみて、これらを連結

の範囲から除いても、中間連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が乏しいものであります。 

 

 

  ２．持分法の適用に関する事項 

 

    持分法適用関連会社 １２社 

     

Gulf Electric Public Co.,Ltd.、Gulf Cogeneration Co.,Ltd.、 

Gulf Power Generation Co.,Ltd.、Nong Khae Cogeneration Co.,Ltd. 

Samutprakarn Cogeneration Co.,Ltd.、Gulf Yala Green Co.,Ltd.、 

Trang Biomass Co.,Ltd.、 

Thaioil Power Co.,Ltd.、Independent Power (Thailand) Co.,Ltd.、 

会

社

名 

SEC HoldCo, S.A.、嘉恵電力股分有限公司、㈱ジェネックス 
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     なお、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表に与える影響に重要性が増した㈱ジェ

ネックスを持分法適用の関連会社に含めました。 

     持分法を適用していない非連結子会社(日本ネットワーク・エンジニアリング㈱他)及び

関連会社(西九州共同港湾㈱他)は、それぞれ中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性が乏しいため、持分法の適用範囲

から除外しました。 

     上記、持分法適用会社のうち㈱ジェネックスを除く 11 社については、中間決算日が中間

連結決算日と異なるため、各社の中間会計期間に係る中間財務諸表を使用しております。 

 

 

  ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 

     連結子会社の中間決算日は、J-POEWR AUSTRALIA PTY.LTD.（旧 EPDC (Australia)Pty. 

Ltd.）、糸魚川発電㈱及び J-Power Investment Netherlands B.V.を除きすべて中間連結決

算日と一致しております。 

     なお、J-POWER AUSTRALIA PTY.LTD. （旧 EPDC (Australia) Pty. Ltd.）及び J-Power  

Investment Netherlands B.V.の中間決算日は 6 月 30 日、糸魚川発電㈱の中間決算日は 8

月 31 日であり、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 

 

 

  ４．会計処理基準に関する事項 

 

   （1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

     イ．長期投資（満期保有目的の債券） 

        償却原価法（定額法）を採用しております。 

 

     ロ．長期投資（その他有価証券） 

        時価のある有価証券は、中間決算日の市場価格による時価法（売却原価は移動平

均法）により評価し、その評価差額は全部資本直入法によっております。 

        時価のない有価証券は、移動平均法による原価法によっております。 

 

     ハ．運用目的の金銭の信託 

        時価法 

 

     ニ．たな卸資産 

        評価基準…原価法 

        評価方法…特殊品については個別法、その他の貯蔵品については月総平均法によ

っております。 
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   （2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

     イ．償却方法 

       ・有形固定資産 

         建物及び構築物並びに機械装置は定率法、その他は定額法によっております。 

         但し、松浦火力発電所及び橘湾火力発電所については、公害防止用機械装置を

除き定額法によっております。 

       ・無形固定資産 

         定額法によっております。 

         また、無形固定資産のうち自社利用のソフトウェアについては社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

     ロ．耐用年数 

        法人税法に定める耐用年数によっております。 

 

   （3）重要な引当金の計上基準 

     イ．貸倒引当金 

        売上債権等の貸倒れに備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

     ロ．退職給付引当金 

        従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

        数理計算上の差異は、主として発生した年度から２年間で定率法、また、過去勤

務債務は、主として発生時から２年間で定額法により費用処理しております。 

 

     ハ．渇水準備引当金 

        渇水による損失に備えるため、電気事業法第３６条の規定により「渇水準備引当

金に関する省令」（昭和 40 年通商産業省令第 56 号）に基づき計上しております。 

 

   （4）重要なリース取引の処理方法 

       リース取引物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

 

   （5）重要なヘッジ会計の方法 

     イ．ヘッジ会計の方法 

        繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振

当て処理の要件を充たしている場合には振当て処理を、金利スワップについて特例

処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 
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     ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ａ．ヘッジ手段 

          為替予約、通貨スワップ 

         ヘッジ対象 

          外貨建社債、借入金の元利金支払額 

 

       ｂ．ヘッジ手段 

          金利スワップ 

         ヘッジ対象 

          社債、借入金の元利金支払額 

 

       ｃ．ヘッジ手段 

          燃料価格に関するスワップ 

         ヘッジ対象 

          燃料購入に係る取引の一部 

     ハ．ヘッジ方針 

        デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為替変動、金利変動及び燃料購入

価格変動によるリスクを回避することを目的として実施するものであり、投機的な

取引は行わない方針であります。 

 

     ニ．ヘッジの有効性評価の方法 

        ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を四半期毎に比較してヘッジの有効性を評価しております。ただし、振

当て処理によっている為替予約及び通貨スワップ、特例処理によっている金利スワ

ップについては有効性の評価を省略しております。 

 

   （6）借入金利子の資産取得原価算入 

       親会社は、電気事業固定資産の建設のために充当した資金の利子について、電気事

業会計規則（昭和 40 年通商産業省令第 57 号）に基づき、当該資産の建設価額に算入

しております。 

 

   （7）消費税等の会計処理方法 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

  ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 

     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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 会計処理の変更 

 

  固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 14年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 6号 平成 15 年 10月 31 日）が平成 16 年 3月 31 日に終了する連

結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当中間連結会計期

間から同会計基準及び同適用指針を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純利益が1,848 百万円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

 

 

 追加情報 

 

  ① 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公

布され、平成 16 年 4月 1 日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年 2月 13日 企業会計基準委員会 実務対応報告

第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、その他事業営業費用に計上

しております。 

    この結果、その他事業営業費用が 95 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前

中間純利益が、95 百万円減少しております。 

 

  ② 当中間連結会計期間より、連結子会社に含めた仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワー

くずまき及び㈱ドリームアップ苫前の風力発電設備は電気事業会計規則に基づき「電気事業

固定資産－水力発電設備」に計上しております。 
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注  記  事  項 

 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．固定資産の工事費負担金等の受入れによる圧縮記帳額（累計） 

 １０１，４３８ 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

 １，９６３，０９２ 百万円 

 

３．担保資産及び担保付債務 

(1) 親会社の総財産を社債の一般担保に供しております。 

社債（１年以内に償還すべき金額を含みます。） ７６４，５０１ 百万円 

 うち内債 ６６２，１１０ 百万円 

   外債 １０２，３９１ 百万円 

 

(2) 一部の連結子会社において、有形固定資産を金融機関からの借入金の担保に供して

おります。 

その他の固定資産 １０，７４７ 百万円 

  上記物件に係る債務 

長期借入金 

（1年以内に返済すべき金額を含みます。） 

６，８０４ 百万円 

短期借入金 ６８０ 百万円 

 

４．偶発債務 

(1) 保証債務 

  イ．以下の金融機関からの借入金に対する保証債務 

エクアドル資源ファイナンス㈱ ６０６ 百万円 

ROI-ET Green Co.,Ltd. ３０２ 百万円 

奥只見観光㈱  ２２２ 百万円 

㈱ＪＰエンタープライズ（旧㈱共益旅行） １７７ 百万円 

苅田エコプラント㈱ １７５ 百万円 

川越ケーブルビジョン㈱ １７５ 百万円 

   

  ロ．従業員の持ち家財形融資等による金融機関からの借入金に対する保証債務    

 ５，８８２ 百万円 

 

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

    次の社債については、下記金融機関との間に金融商品に係る会計基準における経
過措置を適用した債務履行引受契約を締結し、債務の履行を委任しました。 

   しかし、社債権者に対する当社の社債償還義務は社債償還完了時まで存続します。 
政府保証第 19 回電源開発債券 

（引受先 ㈱みずほコーポレート銀行） 
１５，０７０ 百万円 

政府保証第 21 回電源開発債券 

（引受先 ㈱ユーエフジェイ銀行他） 
２０，０５０ 百万円 

政府保証第 28 回電源開発債券 

（引受先 ㈱東京三菱銀行） 
５０，２５０ 百万円 
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５．資本剰余金 

  資本剰余金について、中間連結貸借対照表と中間貸借対照表との間に差額があります

が、その原因は以下のとおりであります。 

 

   中間貸借対照表上の資本剰余金     ８１，８５２百万円 

   連結子会社合併に伴う合併差益の消去  △    ２百万円 

    （電発ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ㈱） 

中間連結貸借対照表上の資本剰余金   ８１，８４９百万円 

 

（中間連結損益計算書関係） 

 

１．営業費用の内訳 

   「電気事業営業費用」の内訳は、下記のとおりです。 

                               （単位：百万円） 

区   分 
電 気 事 業 

営 業 費 用 

電気事業営業費用のうち、

販売費・一般管理費 

 人 件 費  １８，５９７ １３，８３６ 

 燃 料 費  ５４，３９６ － 

 修 繕 費  １９，１１６ ５０３ 

 委 託 費  １５，６２１ ６，６３８ 

 租 税 公 課  １２，５２１ ３８６ 

 減 価 償 却 費  ６０，２４７ １，０４８ 

 そ の 他  ２２，４３８ ６，１４６ 

 合  計  ２０２，９４０ ２８，５６０ 

 

２．減損損失 

当社グループは、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基本として

資産をグルーピングしております（電気事業固定資産については事業部別、その他の

固定資産については管理部門別又は地点別）。 

   この他、使用見込みのない遊休資産は個別にグルーピングして回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（1,672 百万円）としてその他の営業外費用に計上して

おります。その内訳は土地 723 百万円、建物及び構築物 921 百万円、その他 27百万円

であります。 

   当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却予定の資産

は当該売却予定価額、その他の資産については固定資産税評価額を合理的に調整した

価額等により適切に市場価格を反映した評価額を基に評価しております。 

   なお、当該資産グループ以外の減損損失は、重要性が乏しいため、記載を省略して

おります。 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の 

 金額との関係 

現 金 及 び 預 金 勘 定 ２１，１４０ 百万円 

預入期間が３ケ月を超える定期預金 △  １３０ 百万円 

償還期間が３ケ月以内の有価証券 － 百万円 

現金及び現金同等物中間期末残高                 ２１，０１０ 百万円 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 
 

 
電気事業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 276,817 15,074 291,892 ― 291,892 

(2) セグメント間の内部 
売上又は振替高 

680 86,114 86,795 (86,795) ― 

計 277,498 101,189 378,687 (86,795) 291,892 

営業費用 211,552 97,612 309,165 (87,791) 221,374 

営業利益 65,945 3,576 69,522 995  70,518 

(注) １ 事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称等 
 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 卸電気事業、その他の電気事業 

その他の事業 
発電所等の電力設備の設計・施工・点検保守・補修、燃料や石炭灰に関する港湾
運用等、炭鉱開発、石炭の輸入・輸送等、厚生施設等の運営、電算サービス、国
内外におけるエンジニアリング・コンサルティング事業 

３ 平成16年4月1日に卸電気事業の競争力の強化を目的として、グループ一体となった業務の高度化、コス

トダウンに向けた取組みを一層強化するため、グループ会社の再編を行ったことに伴い，その他の事業

の主要な製品・事業活動の記載内容を変更しています。 

 

前中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 
 

 
電気事業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 264,761 12,146 276,908 ― 276,908 

(2) セグメント間の内部 
売上又は振替高 

214 66,412 66,626 (66,626) ― 

計 264,975 78,559 343,534 (66,626) 276,908 

営業費用 192,180 75,028 267,209 (66,726) 200,482 

営業利益 72,794 3,530 76,325 100 76,426 

(注) １ 事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称等 
 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 卸電気事業、その他の電気事業 

その他の事業 
電気工事・土木建築工事の請負、燃料油輸送、計算業務の受託、電算機の賃貸、 
電子応用設備・通信設備の保守、ビル管理、環境保全施設の運転・保守・建設、 
火力発電所の揚運炭、灰捨業務、フライアッシュ販売、保険代理業、石炭の調査 

３ 当中間連結会計期間より、当社設立の根拠法であった電源開発促進法が平成15年10月2日に廃止された

ことを踏まえ、風力発電事業、IPP(独立発電事業者)による一般電気事業者向け電力卸供給事業、

PPS(特定規模電気事業者)向け電力卸供給事業を営む関係会社の事業区分を「その他の事業」より「電

気事業」に変更しました。この変更により事業の種類別セグメント情報に与える影響は、当連結会計期

間から連結子会社となった糸魚川発電㈱であり、与える影響は軽微であります。 
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前連結会計年度(自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日) 

 

 
電気事業 
(百万円) 

その他の事業 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 522,922 46,931 569,854 ― 569,854 

(2) セグメント間の内部 
売上又は振替高 

527 150,047 150,575 (150,575) ― 

計 523,450 196,978 720,429 (150,575) 569,854 

営業費用 404,046 184,193 588,239 (150,524) 437,715 

営業利益 119,404 12,785 132,189 (50) 132,138 

(注) １ 事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分しております。 

２ 各区分に属する主要な製品の名称等 
 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 卸電気事業、その他の電気事業 

その他の事業 

電気工事・土木建築工事の請負、燃料油輸送、計算業務の受託、電算機の賃貸、 
電子応用設備・通信設備の保守、ビル管理、環境保全施設の運転・保守・建設、 
火力発電所の揚運炭、灰捨業務、フライアッシュ販売、保険代理業、石炭の調
査、各種エンジニアリング・コンサルティング 

３ 当連結会計年度より、当社設立の根拠法であった電源開発促進法が平成15年10月2日に廃止されたこと

を踏まえ、風力発電事業、IPP(独立発電事業者)による一般電気事業者向け電力卸供給事業、PPS(特定

規模電気事業者)向け電力卸供給事業を営む関係会社の事業区分を「その他の事業」より「電気事業」

に変更しました。この変更により事業の種類別セグメント情報に与える影響は、当連結会計期間から連

結子会社となった糸魚川発電㈱であり、与える影響額は軽微であります。また、当社の国内におけるエ

ンジニアリング・コンサルティング事業他附帯事業の区分を「電気事業」より「その他の事業」に変更

しました。この変更による事業の種類別セグメント情報に与える影響額は軽微であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 当中間連結会計期間における本邦

の売上高の金額は、全セグメントに

占める割合が90％超であるため、所

在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

 当中間連結会計期間における本邦

の売上高の金額は、全セグメントに

占める割合が90％超であるため、所

在地別セグメント情報の記載を省略

しております。 

 当連結会計年度における本邦の売

上高の金額は、全セグメントに占め

る割合が90％超であるため、所在地

別セグメント情報の記載を省略して

おります。 

 

【海外売上高】 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

前中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

 当中間連結会計期間における海外

売上高の合計は、連結売上高の10％

未満であるため、海外売上高の記載

を省略しております。 

 当中間連結会計期間における海外

売上高の合計は、連結売上高の10％

未満であるため、海外売上高の記載

を省略しております。 

 当連結会計年度における海外売上

高の合計は、連結売上高の10％未満

であるため、海外売上高の記載を省

略しております。 

 

(リース取引関係) 

    ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

 

項目 
当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の 
  債券 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 国債・地方債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

② 社債 ― ― ― 7 7 0 6 6 0 

③ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― 7 7 0 6 6 0 

(2) その他有価証券 
取得原価 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価 
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

① 株式 7,064 14,640 7,575 6,450 9,627 3,177 7,064 12,860 5,795 

② 国債・地方債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

③ 社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

④ その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

計 7,064 14,640 7,575 6,450 9,627 3,177 7,064 12,860 5,795 

合計 7,064 14,640 7,575 6,457 9,634 3,177 7,070 12,866 5,795 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 

項目 
当中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日現在) 

前中間連結会計期間末 
(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度末 
(平成16年３月31日現在) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

① 非上場外国債券 ― ― ― 

② その他 ― ― ― 

計 ― ― ― 

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

① 非上場株式 
  (店頭売買株式を除く) 

17,084 17,086 17,084 

② 非上場外国株式 2,128 2,143 2,138 

③ 出資証券 1,929 1,852 1,833 

④ 外国出資証券 18 55 38 

⑤ その他 1,307 1,209 1,135 

計 22,468 22,348 22,231 

合計 22,468 22,348 22,231 

 

(デリバティブ取引関係) 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため、記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

   タイ国カエンコイ２計画への出資 

    当社は、タイ国でＩＰＰ事業を行う持株会社Gulf Electric Public Co.,Ltd.（当社が49％出

資）の100％子会社であるGulf Power Generation Co.,Ltd.を通じてタイ国カエンコイ地区におい

てガス火力発電事業に参画することとし、所要資金4,425百万バーツ（約133億円）を上限として、

Gulf Electric Public Co.,Ltd.に対し出資することを平成16年9月28日の取締役会において決定

しました。 

    本計画は、タイ国電力公社（ＥＧＡＴ）とGulf Power Generation Co.,Ltd.との間において締

結されていたタイ国ボーノック地区、出力734ＭＷの電力購入契約（ＰＰＡ）をカエンコイ地区、

出力1,468ＭＷに変更するもので、上記取締役会決定をうけて平成16年10月28日に変更契約の締結

を行い、今後工事の進捗にあわせ3年間にわたり出資を行うこととしております。 

    なお、変更契約の締結に伴い当該事業を推進しているGulf Electric Public Co.,Ltd.及びGulf 

Power Generation Co.,Ltd.においては、ボーノック地区の過去開発費等を償却することとしてお

り、当連結会計年度の持分法投資利益は約13億円減少する見込みであります。 
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                                       [ 参 考 － １ ]   

平 成 17 年 3 月 期  中 間 連 結 決 算 収 支 比 較 表   

                                            （単位：百万円） 

対 前 年 同 期 比 

項    目 

 

当中間連結 
 

自  平成16年4月01日 

至  平成16年9月30日 

(Ａ) 

 

前中間連結 
 

自  平成15年4月01日 

至  平成15年9月30日 

(Ｂ) 

増減（A-B） (A/B)% 

営 業 収 益 291,892 276,908  14,984 105.4 

 電気事業営業収益 276,817 264,761  12,056 104.6 

 他社販売電力料 245,184 231,725  13,458 105.8 

  （ 水 力 ） 72,772 72,073  698 101.0 

  （ 火 力 ） 171,879 159,651  12,227 107.7 

  （ そ の 他 ） 531 －  531 － 

  託 送 収 益 30,586 31,697 △ 1,111 96.5 

  そ の 他 1,047 1,337 △ 290 78.3 
       
 その他事業営業収益 15,074 12,146  2,927 124.1 
       
営 業 外 収 益 2,076 2,065  10 100.5 

受 取 配 当 金 808 670  138 120.6 

受 取 利 息 391 326  64 119.9 

持分法による投資利益 87 371 △ 283 23.5 

そ の 他 788 697  90 113.0 

 

 

経 

 

 

常 

 

 

収 

 

 

益 

 

 

 

 

 

 計 293,968 278,974  14,994 105.4 

営 業 費 用 221,374 200,482  20,892 110.4 

 電気事業営業費用 202,940 184,634  18,305 109.9 

 人   件   費 18,597 21,984 △ 3,387 84.6 

 燃   料   費 54,396 41,396  12,999 131.4 

 修   繕   費 19,116 12,497  6,618 153.0 

 委   託   費 15,621 11,864  3,757 131.7 

 租 税 公 課 12,521 12,006  514 104.3 

 減 価 償 却 費 60,247 63,628 △ 3,381 94.7 

 そ の 他 22,438 21,255  1,182 105.6 
       
 その他事業営業費用 18,434 15,848  2,586 116.3 
       
営 業 外 費 用 26,846 47,633 △ 20,787 56.4 

支 払 利 息 24,290 46,228 △ 21,937 52.5 

その他の営業外費用 2,555 1,404  1,150 181.9 

 

 

経 

 

 

常 

 

 

費 

 

 

用 

 

計 248,220 248,115  104 100.0 

中 間 経 常 利 益  45,748  30,858  14,889 148.3 

渇水準備金引当又は取崩し  528  517  11 102.1 

        

税金等調整前中間純利益  45,219  30,340  14,878 149.0 

          

法人税、住民税及び事業税  17,429  11,487  5,942 151.7 

法 人 税 等 調 整 額 △ 1,807 △ 602 △ 1,205 － 

少数株主利益又は少数株主損失 △ 7  126 △ 133 － 

中 間 純 利 益  29,604  19,328  10,275 153.2 

 

 (注)百万円未満を切捨てて表示しています。 
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［参考－２］ 

 

[最大出力および販売電力量・電力料収入等比較表] 

 

 (１) 最大出力 

                       （単位：千ｋＷ） 

  
平成 16 年 9月 30 日 
 

 
平成 15 年 9月 30 日 

 
水  力 
 

 
8,551 

 
8,551 

 
火  力 
 

 
7,958 

 
7,958 

 
そ の 他 
 

 
186 

 
－ 

 
合  計 
 

 
16,695 

 
16,509 

※「火力」には、当社及び糸魚川発電㈱の合計を記載しております。 
 「その他」は、市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱、㈱グリーンパワーくずまき及び 
㈱ドリームアップ苫前の合計を記載しております。 

 

 

 (２) 販売の実績 

                         （単位：百万ｋWｈ，百万円） 

平成 16 年度中間期 平成 15 年度中間期  

販売電力量 電力料収入 販売電力量 電力料収入 
 
水  力 
 
火  力 
 

そ の 他 
 

合  計 

 
6,361 
 

24,221 
 
52 
 

30,634 

 
72,772 
 

171,879 
 
531 
 

245,184 

 
6,549 
 

22,622 
 
－ 
 

29,171 

 
72,073 
 

159,651 
 
－ 
 

231,725 
 

託  送 
 

 
   － 

 
30,586 

 
   － 

 
31,697 

 
合  計 
 

 
30,634 

 
275,770 

 
29,171 

 
263,423 

※「火力」には、当社及び糸魚川発電㈱の合計を記載しております。 
 「その他」は、市原パワー㈱、仁賀保高原風力発電㈱及び㈱グリーンパワーくずまきの合計 
を記載しております。 

 

 

(３) 出水率の実績 

                  （単位：％） 

 平成 16 年度 平成15年度 

 中 間 期 中 間 期 

出 水 率 113 109 
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平成 17 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要             平成 16 年 11 月 11日 

 
上場会社名   電源開発株式会社                              上 場 取 引 所   東証第一部 
コード番号   ９５１３                                      本社所在都道府県   東京都 
（ＵＲＬ http://www.jpower.co.jp/） 
代 表 者       役職名  取締役社長             氏 名  中垣  喜彦 
問合せ先責任者       役職名  財務部決算ｸﾞﾙ-ﾌﾟﾘ-ﾀﾞ-  氏 名 小川 重光    ＴＥＬ (03) 3546－2211 
決算取締役会開催日   平成 16 年 11 月 11 日            中間配当制度の有無 有 
                               単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 
 
１． 16 年 9 月中間期の業績（平成 16 年 4 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日） 
(1) 経営成績              (注)金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示している。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
      276,709   ( △ 5.2) 
      262,917   ( △ 3.8) 

百万円   ％ 
       66,017   ( △ 8.9) 
       72,476   ( △ 1.2) 

百万円   ％ 
       42,610  (△54.9) 
       27,505    (△37.0) 

16 年 3 月期       522,595       118,788        33,522 
 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円   ％ 
      28,233      (△60.8) 
      17,559      (△36.9) 

円  銭 
203.40 
248.72 

 

16 年 3 月期       21,718 240.25  
 (注)①期中平均株式数  16 年 9月中間期 138,808,000 株   15 年 9月中間期 70,600,000 株   16 年3 月期 90,167,869株 
     ②会計処理の方法の変更   有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 

 
 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

    円  銭 
――――― 

       ――――― 

    円  銭 
――――― 
――――― 

 

16 年 3 月期 ―――――        60.00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
16 年 9 月中間期 
15 年 9 月中間期 

百万円 
     1,969,920 
     2,047,073 

百万円 
       365,801 
       168,852 

％ 
18.6 
08.3 

円   銭 
      2,635.31 
      2,391.68 

16 年 3 月期      2,004,703        338,336 16.9       2,437.04 

 (注)①期末発行済株式数 16 年 9月中間期 138,808,000 株 15 年 9 月中間期 70,600,000 株 16 年 3 月期 138,808,000 株 
     ②期末自己株式数   16 年 9 月中間期        －  株 15 年 9月中間期       － 株 16 年 3 月期        －  株 

 

２．17 年 3月期の業績予想(平成16 年 4 月 1日～平成 17 年 3 月 31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

通 期 
百万円 

     536,000程度 

百万円 

      48,000 程度 

百万円 

      31,000程度 

円 銭 

   60.00 

円 銭 

   60.00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  223円 33 銭程度 

※業績予想に関する注意事項 

上記業績予想は、種々の前提に基づいたものであり、記載された将来の予測数値を確約したり、保証するものでは

ありません。なお、上記の予想に関する事項については、11 ページを参照して下さい。 

 



中 間 貸 借 対 照 表

平成１６年９月３０日現在

（単位：百万円）

当   中   間 前   中   間 当   中   間 前   中   間

会計期間末 会計期間末 会計期間末 会計期間末

(平成16年9月30日現在) (平成16年3月31日現在) (平成15年9月30日現在) (平成16年9月30日現在) (平成16年3月31日現在) (平成15年9月30日現在)

（ 負　債  の  部 ）

固　   定   　資   　産 1,872,752 1,918,851 △ 46,099 1,953,306 固　   定　   負   　債 1,422,425 1,487,194 △ 64,768 1,570,863

電 気 事 業 固 定 資 産 1,589,195 1,644,724 △ 55,529 1,696,461 社 債 734,501 829,751 △ 95,250 814,751

水 力 発 電 設 備 503,257 515,781 △ 12,524 521,704 長 期 借 入 金 646,048 614,784 31,264 716,035

汽 力 発 電 設 備 722,048 751,760 △ 29,712 786,338 長 期 未 払 債 務 1,014 1,092 △ 78 1,092

送 電 設 備 284,847 293,841 △ 8,994 302,810 退 職 給 付 引 当 金 37,423 38,237 △ 814 38,979

変 電 設 備 43,930 44,870 △ 939 46,631 雑 固 定 負 債 3,438 3,328 110 5

通 信 設 備 10,956 11,811 △ 854 11,717 流　   動   　負   　債 180,474 178,484 1,990 306,838

業 務 設 備 24,155 26,659 △ 2,503 27,259 1 年 以 内 に 期 限 到 来

の 固 定 負 債

附 帯 事 業 固 定 資 産 170 35 134 －
短 期 借 入 金 44,000 38,600 5,400 157,900

事 業 外 固 定 資 産 337 － 337 －
コマーシャル・ペーパー － 40,000 △ 40,000 15,000

固 定 資 産 仮 勘 定 166,131 164,696 1,435 149,363
買 掛 金 2,429 1,853 576 1,791

建 設 仮 勘 定 165,236 163,837 1,399 149,091
未 払 金 1,074 4,473 △ 3,399 4,330

除 却 仮 勘 定 895 858 36 272
未 払 費 用 8,878 12,845 △ 3,966 10,632

投資その他の資産 116,917 109,395 7,521 107,481
未 払 税 金 21,648 8,994 12,654 16,521

長 期 投 資 39,381 37,233 2,147 40,243
預 り 金 290 487 △ 197 366

関 係 会 社 長 期 投 資 48,495 45,205 3,289 41,565
関 係 会 社 短 期 債 務 8,100 15,171 △ 7,070 9,565

長 期 前 払 費 用 2,707 1,659 1,047 2,316
諸 前 受 金 582 423 158 378

繰 延 税 金 資 産 26,333 25,296 1,037 23,355
雑 流 動 負 債 1,033 674 358 2,743

流　   動　   資   　産 97,168 85,852 11,316 93,766 海外技術協力費受入勘定 － － － 198

現 金 及 び 預 金 4,092 6,299 △ 2,206 9,287 特別法上の引当金 1,218 689 528 517

受 取 手 形 － 3 △ 3 － 渇 水 準 備 引 当 金 1,218 689 528 517

売 掛 金 49,861 44,877 4,983 44,030 負　債　合　計 1,604,119 1,666,367 △ 62,248 1,878,220

諸 未 収 入 金 3,424 3,839 △ 414 3,040 （ 資　本  の  部 ）

短 期 投 資 7,771 7,281 489 － 資　    　  本     　 　金 152,449 152,449 － 70,600

貯 蔵 品 13,667 8,167 5,500 11,520 資　 本　 剰　  余　 金 81,852 81,849 2 －

前 払 費 用 4,764 1,005 3,759 4,131 81,852 81,849 2 －

関 係 会 社 短 期 債 権 2,869 2,246 622 2,714 利   益   剰    余    金 126,946 100,683 26,263 96,523

繰 延 税 金 資 産 2,696 3,068 △ 372 6,466 6,029 5,999 30 5,999

雑 流 動 資 産 8,020 9,061 △ 1,041 12,321 74,887 57,022 17,865 57,022

海外技術協力受託勘定 － － － 253 海外投資等損失準備金 51 51 － 51

特 定 災 害 防 止 準 備 金 14 10 4 10

為 替 変 動 準 備 積 立 金 1,960 1,960 － 1,960

別 途 積 立 金 72,861 55,000 17,861 55,000

46,029 37,661 8,368 33,501

その他有価証券評価差額金 4,553 3,353 1,199 1,729

資　本　合　計 365,801 338,336 27,465 168,852

            合　　　　　計 1,969,920 2,004,703 △ 34,782 2,047,073              合　　　　　計 1,969,920 2,004,703 △ 34,782 2,047,073

(注) 百万円未満を切捨てて表示しています。

54,960 37,476 87,41092,436

増　減 増　減

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負  債  及  び  資  本  の  部

前事業年度末 前事業年度末
科　　　　　　　　目 科　　　　　　　　目

利 益 準 備 金

中間（当期）未処分利益

資 本 準 備 金

任 意 積 立 金
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中 間 損 益 計 算 書

平成１６年４月　１日から

平成１６年９月３０日まで

（単位：百万円）

費　　　　　用　　　　　の　　　　　部 収　　　　　益　　　　　の　　　　　部
当中間 前中間 当中間 前中間
会計期間 会計期間 会計期間 会計期間

経常費用の部 経常収益の部

営　　業　　費　　用 210,691－　－　 190,441－　－　 20,249－　－　 403,807 営　　業　　収　　益 276,709－　－　 262,917－　－　 13,791－　－　 522,595

209,193－　－　 190,441－　－　 18,751－　－　 400,754 274,819－　－　 262,917－　－　 11,901－　－　 518,978
水 力 発 電 費 27,673－　－　 27,802－　－　 △ 129－　－　 64,292 他 社 販 売 電 力 料 242,505－　－　 229,698－　－　 12,806－　－　 453,478
汽 力 発 電 費 127,767－　－　 111,208－　－　 16,558－　－　 226,968 託 送 収 益 30,586－　－　 31,697－　－　 △ 1,111－　－　 63,398
送 電 費 14,819－　－　 15,435－　－　 △ 615－　－　 32,529 電 気 事 業 雑 収 益 1,727－　－　 1,521－　－　 206－　－　 2,100
変 電 費 3,783－　－　 3,653－　－　 130－　－　 7,711
販 売 費 411－　－　 401－　－　 10－　－　 922
通 信 費 2,330－　－　 2,183－　－　 147－　－　 4,880
一 般 管 理 費 28,819－　－　 26,324－　－　 2,494－　－　 56,662
事 業 税 3,587－　－　 3,432－　－　 155－　－　 6,787

1,497－　－　 －　－　－　 1,497－　－　 3,053 1,889－　－　 －　－　－　 1,889－　－　 3,617
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業営業費用 783－　－　 －　－　－　 783－　－　 2,457 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業営業収益 1,061－　－　 －　－　－　 1,061－　－　 3,028
石炭販売事業営業費用 610－　－　 －　－　－　 610－　－　 448 石炭販売事業営業収益 764－　－　 －　－　－　 764－　－　 496
その他附帯事業営業費用 103－　－　 －　－　－　 103－　－　 147 その他附帯事業営業収益 63－　－　 －　－　－　 63－　－　 91

営 業 利 益 ( 66,017 ) ( 72,476 ) ( △ 6,458 ) ( 118,788 )

営　　業　　外　　費　　用 25,595－　－　 46,907－　－　 △ 21,311－　－　 88,104 営　　業　　外　　収　　益 2,188－　－　 1,936－　－　 251－　－　 2,839

24,073－　－　 46,168－　－　 △ 22,095－　－　 84,024 1,910－　－　 920－　－　 989－　－　 1,788
支 払 利 息 24,073－　－　 46,093－　－　 △ 22,020－　－　 83,236 受 取 配 当 金 1,545－　－　 595－　－　 949－　－　 1,077
新 株 発 行 費 等 償 却 －　－　－　 －　－　－　 －　－　－　 583 受 取 利 息 364－　－　 324－　－　 39－　－　 711
社 債 発 行 費 償 却 －　－　－　 73－　－　 △ 73－　－　 192
社 債 発 行 差 金 償 却 －　－　－　 2－　－　 △ 2－　－　 12

－　－　－　 480－　－　 △ 480－　－　 －　 －　－　－　 577－　－　 △ 577－　－　 －　
海 外 技 術 協 力 費 －　－　－　 480－　－　 △ 480－　－　 －　 海 外 技 術 協 力 収 益 －　－　－　 577－　－　 △ 577－　－　 －　

1,522－　－　 258－　－　 1,264－　－　 4,080 277－　－　 438－　－　 △ 160－　－　 1,050
固 定 資 産 売 却 損 23－　－　 1－　－　 21－　－　 10 固 定 資 産 売 却 益 7－　－　 1－　－　 6－　－　 18
雑 損 失 1,499－　－　 256－　－　 1,242－　－　 4,069 雑 収 益 270－　－　 437－　－　 △ 167－　－　 1,031

中間（当期）経常費用合計 236,287－　－　 237,348－　－　 △ 1,061－　－　 491,911 中間（当期）経常収益合計 278,897－　－　 264,854－　－　 14,043－　－　 525,434

中間（当期）経常利益 42,610－　－　 27,505－　－　 15,104－　－　 33,522

渇水準備金引当又は取崩し 528－　－　 517－　－　 11－　－　 689

528－　－　 517－　－　 11－　－　 689

税引前中間（当期）純利益 42,081－　－　 26,987－　－　 15,093－　－　 32,833

法人税、住民税及び事業税 15,186－　－　 9,449－　－　 5,737－　－　 10,592

法人税等調整額 △ 1,339－　－　 △ 20－　－　 △ 1,318－　－　 522

中間（当期）純利益 28,233－　－　 17,559－　－　 10,674－　－　 21,718

前期繰越利益 17,190－　－　 15,942－　－　 1,248－　－　 15,942

中間（当期）未処分利益 46,029－　－　 33,501－　－　 12,527－　－　 37,661

(注) 百万円未満を切捨てて表示しています。

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

渇 水 準 備 金 引 当

財 務 費 用 財 務 収 益

海 外 技 術 協 力 費 用 海 外 技 術 協 力 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

増　　減 前事業年度

自 平成16年4月  1日
至 平成16年9月30日

自 平成15年4月  1日
至 平成15年9月30日

自 平成15年4月  1日
至 平成16年3月31日

自 平成16年4月  1日
至 平成16年9月30日

自 平成15年4月  1日
至 平成15年9月30日

自 平成15年4月  1日
至 平成16年3月31日

科                目

増　　減 前事業年度

科                目
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 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

  

  １．資産の評価基準及び評価方法 

    （1）有価証券 
・子会社株式及び関連会社株式 

             移動平均法による原価法によっております。 
 
・満期保有目的の債券 

        償却原価法(定額法)によっております。 
 
・その他有価証券 

        時価のあるものについて、決算日の市場価格による時価法(売却原価は移動平均
法)により評価し、その評価差額は全部資本直入法によっております。 

       時価のないものについて、移動平均法による原価法によっております。 

 
    (2) 運用目的の金銭の信託 

       時価法 

 
(3) 貯蔵品 

      ・評価基準…原価法 

      ・評価方法…特殊品については個別法、その他の貯蔵品については月総平均法によって

おります。 

 

  ２．固定資産の減価償却方法 
    (1) 償却方法 
     ・有形固定資産 
       建物及び構築物並びに機械装置は定率法、その他は定額法によっております。但し、

松浦火力発電所及び橘湾火力発電所については、公害防止用機械装置を除き定額法
によっております。 

     

・無形固定資産…定額法 

     
(2) 耐用年数 

       法人税法に定める耐用年数 

 

  ３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

       売上債権等の貸倒れに備えるため、一般債権について貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

      
(2) 退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上し
ております。 

       数理計算上の差異は、発生した年度から2年間で定率法、また、過去勤務債務は、発

生時から2年間で定額法により費用処理しております。 

 
(3) 渇水準備引当金 

     渇水による損失に備えるため、電気事業法第36条の規定により「渇水準備引当金に関
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する省令」(昭和40年通商産業省令第56号)に基づき計上しております。 

   

４．リース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  ５．ヘッジ会計の方法 
    (1) ヘッジ会計の方法 

       繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当て

処理の要件を充たしている場合には振当て処理を、金利スワップについて特例処理の条

件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
       ａ ヘッジ手段 
         為替予約、通貨スワップ 
         ヘッジ対象 
         外貨建社債、借入金の元利金支払額 
       ｂ ヘッジ手段 
         金利スワップ 
         ヘッジ対象 

         社債、借入金の元利金支払額 

       ｃ ヘッジ手段 

         燃料価格に関するスワップ 

         ヘッジ対象 

         燃料購入に係る取引の一部 

 

(3) ヘッジ方針 

       デリバティブ取引に関する社内規定に基づき、為替変動、金利変動及び燃料購入価格

変動によるリスクを回避することを目的として実施するものであり、投機的な取引は行

わない方針であります。 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

       ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計を四半期毎に比較してヘッジの有効性を評価しております。ただし、振当て処理

によっている為替予約及び通貨スワップ、特例処理によっている金利スワップについて

は有効性の評価を省略しております。 

 

  ６．借入金利子の資産取得原価算入 

       電気事業固定資産の建設のために充当した資金の利子については、電気事業会計規則

（昭和40年通商産業省令第57号）に基づき、当該資産の建設価額に算入しております。 

 

  ７．消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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 会計方針の変更  

 

１．固定資産の減損に係る会計基準 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）が平成16年３月31日に終了する事業年度
に係る財務諸表から適用できることになったことに伴い、当中間会計期間から同会計基準及び
同適用指針を適用しております。 
 これにより税引前中間純利益が1,279百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額か

ら直接控除しております。 

 

 

 

追加情報  

 

① 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15年法律第 9号）が平成 15年 3 月 31 日に公布

され、平成 16 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につ

いての実務上の取扱い」（平成 16 年 2月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12号）

に従い法人事業税の付加価値割及び資本割については、附帯事業営業費用に計上しております。 

なお、これによる影響額は、軽微であります。 
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注  記  事  項 

 

（中間貸借対照表関係） 

 

１．固定資産の工事費負担金等の受入れによる圧縮記帳額（累計） 

電気事業固定資産                           

水力発電設備 

汽力発電設備 

送電設備 

変電設備 

通信設備 

業務設備 

事業外固定資産 

計 

９７，５１１ 

２９，６０１ 

５２，１１５ 

７，９２２ 

５５７ 

３３０ 

６，９８２ 

１６ 

９７，５２８ 

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

 １，９４８，７４９ 百万円 

 

３．当社の総財産は社債の一般担保に供しております。 

社債（１年以内に償還すべき金額を含みます。） ７６４，５０１ 百万円 

 うち内債 ６６２，１１０ 百万円 

   外債 １０２，３９１ 百万円 

 

４．１年以内に期限到来の固定負債 

社債 

長期借入金 

計 

６０，０００ 

３２，４３６ 

９２，４３６ 

百万円 

百万円 

百万円 

 

５．未払税金には、次の税額が含まれております。 

法人税及び住民税 

事業税 

消費税等 

その他 

計 

１４，８５９ 

３，６３３ 

３，１２３ 

３２ 

２１，６４８ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

 

６．偶発債務 

(1) 保証債務 

  イ．以下の会社の金融機関からの借入金に対する保証債務 

糸魚川発電㈱ 

㈱グリーンパワーくずまき 

㈱ドリームアップ苫前 

仁賀保高原風力発電㈱ 

㈱グリーンパワー阿蘇 

エクアドル資源ファイナンス㈱ 

㈱JP リソーシズ 

５，９４６ 

３，２４６ 

２，８９２ 

１，０５５ 

９５０ 

６０６ 

４０１ 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

ROI-ET Green Co.,Ltd. ３０２ 百万円 

苅田エコプラント㈱ １７５ 百万円 
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  ロ．従業員の持ち家財産融資等による金融機関からの借入金に対する保証債務    

 ５，６４２ 百万円 

 

  ハ．仁賀保高原風力発電㈱の電力会社向け販売電力料収入 

（階段状単価適用）に対する保証債務    

 ２８１ 百万円 

 

   ニ．㈱グリーンパワーくずまきの電力会社向け販売電力料収入 

（階段状単価適用）に対する保証債務       

 

 

１０３ 百万円 

                            計 

 

２１，６０５ 百万円 

 

(2) 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

    次の社債については、下記金融機関との間に金融商品に係る会計基準における経
過措置を適用した債務履行引受契約を締結し、債務の履行を委任しました。 

   しかし、社債権者に対する当社の社債償還義務は社債償還完了時まで存続します。 
政府保証第 19 回電源開発債券 

（引受先 ㈱みずほコーポレート銀行） 
１５，０７０ 百万円 

政府保証第 21 回電源開発債券 

（引受先 ㈱ユーエフジェイ銀行他） 
２０，０５０ 百万円 

政府保証第 28 回電源開発債券 

（引受先 ㈱東京三菱銀行） 
５０，２５０ 百万円 

 

 

 

 

（中間損益計算書関係） 

 

１．減価償却実施額                                   ６０，９５９  百万円 

有形固定資産 ５９，９９２ 百万円 

無形固定資産 ９６６ 百万円 

 

２．減損損失 

当社は、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を基本として資産をグ

ルーピングしております（電気事業固定資産については事業部別、その他の固定資産

については主として地点別）。 

なお、これらの資産は減損の兆候がないため、減損損失を認識しておりません。 

   この他、事業外固定資産の使用見込みのない遊休資産は個別にグルーピングして回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（1,279 百万円）として雑損失に計上

しております。その内訳は土地 561百万円、建物 690 百万円、その他 27 百万円であり

ます。 

   当該遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却予定の資産

は当該売却予定価額、その他の資産については固定資産税評価額を合理的に調整した

価額等により適切に市場価格を反映した評価額を基に評価しております。 
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３．未処分利益 

平成 16 年 4月 1 日に合併した電発ホールディング・カンパニー㈱の未処分利益 604

百万円を含んでおります。 

 

 

 

 

（リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

 

 

 

（有価証券関係） 
 

当中間会計期間末 
（平成16年９月30日現在） 

前中間会計期間末 
（平成15年９月30日現在） 

前事業年度 
（平成16年３月31日現在） 

  子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

  子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

子会社株式及び関連会社株式で 

時価のあるものはありません。 

 

 

 

 

（重要な後発事象） 

  タイ国カエンコイ２計画への出資 

当社は、タイ国でＩＰＰ事業を行う持株会社 Gulf Electric Public Co.,Ltd.（当

社が 49％出資）の 100％子会社であるGulf Power Generation Co.,Ltd.を通じてタイ

国カエンコイ地区においてガス火力発電事業に参画することとし、所要資金 4,425百

万バーツ（約 133 億円）を上限として、Gulf Electric Public Co.,Ltd.に対し出資す

ることを平成 16 年 9月 28 日の取締役会において決定しました。 

 本計画は、タイ国電力公社（ＥＧＡＴ）と Gulf Power Generation Co.,Ltd.との間

において締結されていたタイ国ボーノック地区、出力 734ＭＷの電力購入契約（ＰＰ

Ａ）をカエンコイ地区、出力 1,468ＭＷに変更するもので、上記取締役会決定をうけ

て平成 16 年 10 月 28日に変更契約の締結を行い、今後工事の進捗にあわせ 3年間にわ

たり出資を行うこととしております。 
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個  別  収 支 比 較 表 
    （単位：百万円） 

対 前 年 同 期 比 構成比（％） 

項    目 

 

当中間期 
 

自 平成 16 年 4 月01 日 

至 平成 16 年 9 月30 日 

(Ａ) 

 

前中間期 
 

自 平成 15 年 4 月01 日 

至 平成 15 年 9 月30 日 

(Ｂ) 
増減（A-B） (A/B)% 当中間期 前中間期 

 営 業 収 益          276,709 262,917  13,791 105.2 99.2 99.3 

 

他 社 販 売 電 力 料           242,505 229,698  12,806 105.6 86.9 86.7 

 水         力 72,772 72,073  698 101.0 26.1 27.2  

 火         力 169,732 157,625  12,107 107.7 60.8 59.5 

 託 送 収 益           30,586 31,697 △ 1,111 96.5 11.0 12.0 

 電 気 事 業 雑 収 益           1,727 1,521  206 113.6 0.6 0.6 

 附 帯事業営業収益           1,889 －  1,889 － 0.7 － 

 営 業 外 収 益          2,188 1,936  251 113.0 0.8 0.7 

 

 

経 

 

 

常 

 

 

収 

 

 

益 

 

 

 計 278,897 264,854  14,043 105.3 100.0 100.0 

 営 業 費 用          210,691 190,441  20,249 110.6 89.2 80.2 

 人 件 費           18,628 22,043 △ 3,415 84.5 7.9 9.3 

 燃 料 費           54,855 41,297  13,557 132.8 23.2 17.4 

 修 繕 費           21,018 14,338  6,679 146.6 8.9 6.0 

 水 利 使 用 料           2,664 2,533  131 105.2 1.1 1.1 

 固 定 資 産 税           8,572 8,327  245 102.9 3.6 3.5 

 減 価 償 却 費           60,951 64,645 △ 3,693 94.3 25.8 27.2 

 そ の 他 経 費           38,914 33,823  5,090 115.1 16.5 14.3 

 事 業 税           3,587 3,432  155 104.5 1.5 1.4 

 附 帯事業営業費用           1,497 －  1,497 － 0.7 － 

 営 業 外 費 用          25,595 46,907 △ 21,311 54.6 10.8 19.8 

 財 務 費 用           24,073 46,168 △   22,095 52.1 10.1 19.5 

 そ の 他 費 用           1,522 738  784 206.2 0.7 0.3 

 

 

 

 

 

経 

 

 

常 

 

 

費 

 

 

用 

 

 

 計 236,287 237,348 △ 1,061 99.6 100.0 100.0 

経 常 利 益 42,610 27,505  15,104 154.9 

  渇水準備金引当又は取崩し  528  517   11 102.1 

税 引 前 中 間 純 利 益  42,081  26,987  15,093 155.9 

法 人 税 等  13,847  9,428  4,418 146.9 

  法 人 税 及 び 住 民 税  15,186  9,449  5,737 － 

  法 人 税 等 調 整 額 △ 1,339 △ 20 △ 1,318 － 

中 間 純 利 益  28,233  17,559  10,674 160.8  

 (注)百万円未満を切捨てて表示しています。 

［参考－１］
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［参考－２］ 

 

[最大出力および販売電力量・電力料収入等比較表] 

 

 (１)最大出力 

                       （単位：千ｋＷ） 

  

平成 16 年 9月 30 日 

 

 

平成 15 年 9月 30 日 

 

水  力 

 

 

8,551 

 

8,551 

 

火  力 

 

 

7,824 

 

7,824 

 

合  計 

 

 

16,375 

 

16,375 

 

 

 （２）販売の実績 

                         （単位：百万ｋWｈ，百万円） 

平成 16 年度中間期 平成 15 年度中間期  

販売電力量 電力料収入 販売電力量 電力料収入 

 

水  力 

 

火  力 

 

合  計 

 

6,361 

 

24,005 

 

30,366 

 

72,772 

 

169,732 

 

242,505 

 

6,549 

 

22,381 

 

28,930 

 

72,073 

 

157,625 

 

229,698 

 

託  送 

 

 

   － 

 

30,586 

 

   － 

 

31,697 

 

合  計 

 

 

30,366 

 

273,091 

 

28,930 

 

261,396 

 

 

（３）出水率の実績 

                  （単位：％） 

 平成 16 年度 平成15年度 

 中 間 期 中 間 期 

出 水 率 113 109 

 


